
第１２章
韓国の工作機械産業
―レベルアップした技術力―

はじめに

本章では、韓国の工作機械産業が１９７３年の重化学工業化政策以降、政府の支援を受けて成長

し、韓国自動車・部品、金型産業の国際競争力の形成に寄与してきたことを示す。韓国の工作

機械産業は、主に自動車・部品産業の成長に牽引されて成長してきた。輸入工作機械に比較し

て品質は劣るものの品質を徐々に上げながら低価格で製品を供給してきた。その結果、今日で

は自動車・部品産業、金型産業の価格競争力形成に寄与している。また、工作機械そのものを

輸出できるまでに国際競争力を形成している。

第１節 主な企業

１． 企業数

韓国の工作機械工業協会に属しているメーカーは、『韓国工作機械統計要覧』１２００１年版によ

れば２０００年に６４社ある。従業員規模でみると３００人以上の企業５社、１００人から２９９人の企業１０

社、９９人以下の企業４９社という分布である。２０００年の総従業員数は、６０３６名である。１９９５年か

らみると、経済危機を経て企業数は８７社から大幅に減っている。これに従い、従業員数も大幅

に減少している。

１ 韓国工作機械工業協会、１０１ページ
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統計庁の「鉱工業統計調査」によれば、下請けも含むとみられる工作機械製造にかかわる事

業所数は、１９９９年には１０２０事業所ある。１９７５年から約１０倍に増えていて、従業員数も４．５倍、

生産額は１９１倍と驚異的に伸びている。経済危機の翌１９９８年に落ち込みがみられるものの、１９９９

年には復活している。１人当たりの平均生産額は、１９９８年にはむしろ増えているくらいで、総

従業員の減少は、１人当たりの生産額を増やす効果があった。 （水野 順子）

２． 代表的企業の事例

韓国の代表的な工作機械メーカーには、大宇総合機械、現代自動車、ウィア（WIA）、貨泉

機工、斗山メカテック、統一重工業、韓国工作機械（株）等がある。工作機械の大企業は、大

企業グループ（いわゆる財閥）に属して成長してきた企業が多く、政府の１９７３年の重化学工業

化政策によって、昌原工業団地に集中している。

工作機械メーカーは、これまで行っていた日本企業との技術提携の期間満了により、自主開

発段階に入った。各社の製品は、マシニングセンタ（MC）、NC旋盤に特化しており、日本を

競争相手として認識し、台湾については数年前に技術的にも追い越したとみている。また、韓

国製工作機械の輸出市場としては、アメリカ、欧州（イタリア等）をターゲットとしており、

競合関係にある日本企業として、森精機製作所、ヤマザキマザック、更には牧野フライス製作

所、安田工業をあげている。平均的に社内設備は、１０年前に導入した機械が多く、当時一流と

されていたシップ（SIP）、グリーソン（Gleason）などの欧米工作機械や日本の安田工業、東

芝機械のマシニングセンタ等が見られる一方、大手企業では、自社製の最新設備機械に更新し

始めてきている。基本的には、部品加工は、外注に依頼して、自社で基幹部品の加工と最終組

立を行う方法（日本と類似した形態）をとっている。

調査した企業は、先進的な技術開発を積極的に進めていると同時に、工場管理（ISO９０００）

に前向きに取組んでいる。また、いくつかの企業では、日本人技術者を顧問やアドバイザーと

し、製品開発から企業経営にまで活用している。なお、中小企業のメーカーは、技術者、現場

作業者など人的資源や製品開発に欠けている部分もあるため、今後中国・台湾などとの製品競

争において厳しい環境にならざるを得ない状況になると思われる。以下に訪問調査した企業の

事例をあげる。

�１ A社の事例

創立は、１９５９年５月で、資本金は７４４４万６６５ドルである。現在従業員は、全社１４００名で、そ

のうち工作機械部門は約１４０名（うち現場４５名、エンジニア３６名）である。設計者は、電気系

技術者３０％、機械系技術者７０％で、日本人の制御系開発技術者を６名採用している。また、協

力企業から常時６５名がきている。エンジニアの平均年齢は、４２～４４才と若い。売上高は、１９９９

年９３００万ドル、２０００年１万３１００万ドル、２００１年１万４９００万ドルと増えている。ちなみに工作機
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械と自動車部品を分けると、工作機械１４００万ドル（９．４％）、自動車部品６８００万ドル（４５．６％）

と、工作機械の割合は小さい。その他政府向け５２００万ドル（３５．３％）、鋳物製品１２００万ドル

（８．４％）、その他２００万ドル（１．３％）の構成である。工作機械の生産品目は、マシニングセン

タ（立・横）、NC旋盤、NC中グリ盤、研削盤、フライス盤、専用機、教育用旋盤である。年

間生産量は、横形MC５５台、立形MC７５台、NC旋盤１３５台、NC中グリ盤１０台、研削盤８０台、

その他１２５３台、合計１６０８台と驚くほど多い。

技術は研削盤について、シギヤ精機と技術提携をしていたが、既に契約期間が終了している。

工場内には、約３０台の研削盤が組立中であった。大型の立旋盤、５軸のマシニングセンタは他

社に比較して優位にあるとのコメントである。マシニングセンタは１９９６年ロシアのスタンキー

工科大学と共同開発し、プログラムは、アメリカの KIMAXと共同開発している。主要納入

先は、自動車メーカーだけでなく、造船、バルブ、建設機械、半導体メーカーなどである。パ

イプ加工専用機は、システム受注として日本メーカーに納入している。

海外関係では、中国（青島）に生産工場があり、日本のセイロジャパンは海外支社である。

納期は、パレット寸法５００mm以下のMCが９０日、大形の NC機で３ヶ月程度であるが、設計

から始めると６ヶ月要する。専用機は、６ヶ月である。部品の調達は、国内で９０％、海外は１０％

程度である。ボールねじは台湾製である。

高等教育用としての汎用旋盤を製作しており、工場内に数十台が仕掛品として並んでいた。

自動車部品は、大宇自動車（バス・トラック）のミッションを製作している。工場では、テス

トスタンドで疲労試験を行っていた。また、自動車用歯車（ヘリカルギヤ－／ハイポイドギヤ

ー）を製作しており、アメリカ製の歯車試験機（３００GC Gear Anlayzer･ Precision System）

を使用し、歯車の精度は JIS４級程度である。

工場内には、１０年前のエキセロ旋削 FMSが設備されており、エンジニアリング及びソフト

開発は、全て自社内で行った。

�２ B社の事例

創立は、１９７６年（１９７７年工作機械の生産開始）である。資本金は、３８４億ウォン（約３８億円）。

従業員は、自動車部品と機械部門をあわせて１５４０名である。売上高は、２００２年８２６０億ウォン

（約８２６億円）、自動車部品６４．３％、機械３５．７％である。生産品目は、自動車部品（ミッション、

ジョイント、アクスル等）、機械（ロボット、航空機部品、プレス、産業機械等）、工作機械

（立横マシニングセンタ、NC旋盤、NC研削盤、NC中グリ盤）である。生産能力は、NC工

作機械１８００台／年、ロボット５００台／年である。経済危機の影響で親企業が倒産し、これまで

いた技術者が出ていって、ほとんど新しい技術者と交代した。

技術は、１９７７年に日立精機モデルのタレット旋盤、７８年豊田工機モデルの円筒研削盤、８３年

に日立精機モデルの NC旋盤、立形マシニングセンタ、東芝機械モデルの NC横中グリフライ
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ス盤を製作してきた。KBN－１３５は現在までに４０台（欧米１５台、国内２５台）販売した。

納期は、３０～４０日で、小形の NC旋盤は１０日、大形は２０日、中グリ盤は６０日である。

下請け企業は、国内のみで、外部調達する部品は、NC装置、ボールねじ、リニアガイドで

ある。技術情報収集のためには、日本の展示会が面白いという日本びいきである。海外のメー

カーでは、ディッケルマホギルデマイスター（DMG）に関心があり、日本の日立精機、森精

機製作所、ヤマザキマザックにも関心を持っている。台湾の工作機械技術は、韓国を追かけて

きているとみている。

�３ C社の事例

創立は、１９６７年である。資本金は、５００万 USドル、従業員は２００名の専業工作機械メーカー

である。主な生産品目は、普通旋盤、NC旋盤、プラノミラー、マシニングセンタ、ポリッシ

ングマシンである。最近、半導体製造装置について大学等との連携により研究開発を進めてい

る（CMPなど）。技術は、日本との技術提携により、これまで大形旋盤を大日金属、平削り盤

／プラノミラーを丸福鉄工、立形フライス盤を池田鉄工から導入してきた。グループ企業に歯

車、軸物、小物鋳物、親ねじを製造しているメーカーをもつ。

近年技術開発は、釜山大学精密研究所と共同で大形プレス金型用の５軸研削盤を開発してい

る。開発期間は２年間で、メーカーが提案して資金を出し、国から２年間補助金が支給される。

商品化されると一部の資金を国に返還しなければならない。また、個人的関係で昌原大学とも

共同研究を行っている。

日本製の設備機械も多く、また欧米の設備としては、グレイやワールドリッヒコブルグ

（Waldrich Coburg）の大形平削り盤、ベッドウェイ研削盤が使用されている。国産機として

自社製の５面加工機も設備されていた。５面加工機は、１９９２年から生産しており、国内メーカ

ーの OEMも行っている。輸出する時には自社ブランドで販売している。生産台数は、年１０台

程度である。

主要な購入品は、欧州から調達している。ボールねじは、コッタ（スペイン）、５面加工機

などの長尺物は２１世紀（アメリカ）を使用しており、日本製と比較すると価格は安いという。

�４ D社の事例

創立は、１９３７年であるが、工作機械ビジネスは１９７６年にスタートした。２００２年の売上高は、

６億ドルである。主な生産品目は、工作機械・システム、産業用車両、ディーゼルエンジン、

建設機械、NC旋盤、マシニングセンタ、NC中グリ盤、レーザ加工機、NC放電加工機、FTL

/FMC/FMS/CIMなどである。現在、工作機械部門の従業員は、９８０名である。そのうち半分

が事務系である。従業員の学歴は、半分が大卒である。設計者は、２４０名、うち工作機械の開

発１４０名（機械と電気系技術者）、うち自動化システムエンジニア１００名である。他に外注設計

２７６



者もいる。博士号を取得している技術者は２４名で、本社の中央研究所にいる。取得先は、海外

で取得した２０名（内英国で取得した１名）、国内で取得が３名である。

設備機械は、FMS、５面加工機、NC旋盤、マシニングセンタ、ベッドウェイ研削盤、NC

中グリ盤焼入れ設備、塗装設備、検査・試験設備がそろっている。工作機械研究所をもち、基

盤研究・精密組立・試作組立・信頼性試験・金型技術などについて最適製品のための技術開発

を実施している。

生産量は、NC旋盤とMCで全体の７０％を占めており、輸出は７０％、国内市場３０％となって

いる。台数としては、アメリカへ年間１０００台、イタリアへの７００台を含め欧州へ１５００台で、国

内１０００台である。月平均３００台程度で、２００２年後半には月産４００台になると予想していた。この

台数は、日本のメーカーと比較しても非常に多い。

２５年前に池貝と A２０旋盤について技術提携をし、ターニングセンタ（TC）は２０年前、MC

は１０年前に開発した。台湾とは、５年前まで価格で競争したことがあるが、今では競争相手で

はないという。国際市場での競合相手は、ヤマザキマザックと森精機製作所であるという。

工場では、中国ハルピン東安自動車（Harbin Dongan Automotive Engine Mfg．）向けのシ

リンダブロック加工用トランスファマシンが組立中であった。ラインは、三菱自動車との合作

モデルで１３００ccと１６００cc用を１５万台生産するライン、荒加工用５ライン、仕上用１ライン、

洗浄ラインと組立ラインである。自動車アルミホイール加工機 RONAL（ドイツ）が設備され

ていた。外注企業とのオンライン化を進めており、３年後に完成する予定であるという。金型

技術センターがあり、金型加工に力を入れようとしているようである。５年後に世界一の企業

になることを目標とし、技術的目標としては、環境対応技術、高精度加工技術を掲げている。

金型加工技術については３年以内にトップクラス（東芝機械、牧野フライス製作所、森精機製

作所）になることを目指しているという。大学との共同研究では、ポーランドと共同で主軸に

関する研究を行っており、ソウル大学、昌原大学、KAISTとも行っている。政府の支援プロ

ジェクトで研究開発費を受けている。

�５ E社の事例

１９５２年の設立である。鋳物工場で管の製作を請負っていたが、旋盤を試作して工作機械分野

に参入した。４社からなるグループの１企業で鋳物工場をもつ。従業員は、４８０名（うち R&D

７０名）、学歴別には大卒９０％以上、博士１名、修士１３名である。鋳物工場の従業員は、１２０名、

海外にも、シカゴにサービスとセールスで５名いる。

生産能力は、年７００台、マシニングセンタと旋盤の比率が６：４の構成である。市場は、２

年前は国内４０％、輸出６０％であったが、２００２年現在で２０：８０と輸出が増えた。輸出先は、米国・

欧州（ドイツ・イタリア等）工場が中心。欧州での競合メーカーは、日本のメーカーと大宇総

合機械で、台湾は競合の対象にならないという。将来は、安田工業や牧野フライス製作所を追
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い越すことを目標にしている。

機械の開発期間は、現場の意見や保全記録から研究開発部門が中心になって進めており、マ

シニングセンタで約１年である。１１機種を８機種に統合し、①金型対応、②マスプロMC、③

IT対応・多軸制御、④２軸制御 TCの製品として開発を行っている。国内の企業に外注設計

を依頼しているが、ベースのデザインについては、日本の設計会社に依頼している。外注加工・

組立などの協力会社は、約５０社ある。オリジナルのコントローラとして PCベースの制御を実

現させるために、３名の開発者が全南大学と共同研究を進めている。CADは、２次元が P-

CADAM、３次元が SOLID-WORKSを使っている。概念設計が重要であるが、組立図や部品

図を製作する場合に設計者が現場（加工技術）のことを理解していないことが問題点としてあ

る。

立形マシニングセンタは、開発から３年で他社との差別化ができたので自信を持っていると

いう。品質については、金型加工で評価されている。４年前に金型加工技術のノウハウを蓄積

するために、加工技術センターに日本の金型メーカー出身の技術者（韓国出身者）を雇用し、

技術が変化してきたという。

表１ 韓国工作機械企業の経営指標

経常利益率 負債比率 日本の負債比率（％）

１９８５ １０．９０ － １３８

１９８６ １２．７６ ２，１８４．０ １２５

１９８７ １６．６２ ４６１．１ １２４

１９８８ １４．９８ ３０１．４ １２２

１９８９ １３．３５ ２０９．９ １１８

１９９０ １０．４６ ２７３．０ １１５

１９９１ ８．５６ ２９７．０ ９９

１９９２ ５．６８ ２９６．４ ９９

１９９３ ６．２３ ３２８．８ １０６

１９９４ ６．８１ ３８４．０ １０８

１９９５ ８．２６ ３５３．２ １１７

１９９６ ７．４５ ４１３．３ １１９

１９９７ １２．０４ ２９８．１ １１７

１９９８ ３．９７ ３２２．５ １１１

１９９９ ５．１２ ２３８．０ １２２

２０００ ６．６１ １５５．８ １２６

２００１ １３９．７

（出所）韓国工作機械工業協会『工作機械統計要覧』各年版および
日本工作機械工業会『工作機械統計要覧』各年版。
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購入品としては、スピンドル・ベアリングが NSK、ボールねじが NSK/NTN・ドイツスタ

ー、LMガイドはスター、強電系（リレー、開閉器など）は LGを採用している。

（八賀 聰一）

３． 企業経営

工作機械産業は、産業の属性として多品種少量生産の産業であり、その需要は設備投資に依

存しているので、景気の変動を非常に大きく受けるという特徴がある。後発工業国が工作機械

産業を興す場合の難しさは、工作機械産業の属性に起因するもので、特に需要の変動が大きい

ということが、企業経営を困難にさせている。しかし、韓国の工作機械産業は、経常利益率が

１９９０年まで１０％以上と比較的高い値で、高いパフォーマンスを維持してきた（表１参照）。１９９１

年以降一桁の経常利益率に低下し、近年は５％前後を推移しているものの、近年の日本の工作

機械企業に比較すれば依然高い経常利益率を維持している。韓国企業は、過剰投資の傾向が強

く、一般に負債比率が高いという特徴がある。工作機械企業も例外ではなく、１９９６年～１９９８年

は４００％～３００％台の負債比率であった。１９９７年の経済危機の結果、IMFおよび政府により負

債比率の引き下げが指導され、負債比率は２００１年には１３９％まで低下し、他の韓国企業に比較

すればかなり改善されてきた。しかし、今後韓国工作機械企業の経常利益率が画期的に高まる

ことは考えにくいという状況を考慮すれば、日本の工作機械企業の負債比率１２０％台に比べて、

韓国企業の負債比率は依然として高く、負債比率は、経常利益率の高い現状で改善する必要が

ある。

第２節 生産の特徴

１． 生産額のトレンド

２０００年の韓国の工作機械生産は、１万１２７２億ウォン（約１１２７億円）で世界第７位である。２００１

年の生産額は、２０００年より減少し１万３５９億ウォン（約１０３５億円）であるが、２００２年は回復し

１万１０００億ウォン（約１１００億円）の予定である。

図１から生産額のトレンドをみると、１９８５年から１９９０年まで一本調子で増加し、１９９２年に大

幅に下落している。これは、もっぱら政治的な要因によるものである。韓国では、１９９２年１２月

に大統領選挙が行われた。この選挙戦で、政権の与野党交代が確実となり、政権が交代すれば

財閥の経済基盤が脅かされる可能性があるとし、財閥が投資を手控えたため、需要が落ち込ん

だ結果である。１９９３年に金泳三政権が発足した後も、設備投資に回復がみられないまま半年が

過ぎたが、新政権が財閥に大鉈を振るう気配がないとわかり、やっと設備投資が増え始めた。
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図１ 韓国工作機械生産金額、輸出率、輸入依存度

（出所）韓国工作機械工業協会『工作機械統計要覧』２００１年、１８ぺージ。

表２ 韓国の工作機械機種別生産高 （単位：台、百万ウオン）

年

項目
機種名

１９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年（＊は１～９月）２００２年（１～９月）

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 金 額

NC工作機械計 ５，５１１５０３，０６６ ７，６０２６２２，８２５ ９，６３８８０２，４２７ ８，５７１ ８１０，７７６ ５９６，５９８
NC旋盤 ４，０５８３３４，７４２ ４，７９８３２９，０３４ ５，６７５３４１，３０１ ５，４１０

２０２
２，３６２
２５２
２９
―
１８
３５
―
―

４０１，２５８ ２６５，７５３
NCフライス盤 １０５ １１，０３２ ２１９ ２２，４５２ ３２９ ３４，９０３ ２１，６２５ １４，９４９
マシニングセンタ １，２８８１４７，５３８ ２，２３２２３１，４８４ ３，０５３２９７，７１４ ２５４，５４５ ２３３，０７２
NC放電加工機 ２５ ３，００３ １９５ １６，０４８ ２３４ ２１，１８４ １９，９８４ １４，７２３
NC中グリ盤 １２ １，５７４ ２７ ４，３６１ ３７ １１，６３４ ７，２８７ ５，９２７
NC歯切り盤 － － － － － － － －
NC研削盤 ２ ９０ － － １０ １，０２２ １，３４０ －
NCボール盤 ４ １９１ ６６ ６，４２３ ５４ ８，６２０ ５，１８９ ４，６４８
NC専用機 － － ０ ０ １７８ ６４，７４４ ７９，２５７ ３３，８１０
その他のNC工作機械 １７ ４，８９６ ６１ １２，７５５ ６８ ２１，３０５ － －

非NC工作機械計 ３１，６３１１３４，６９９１７，１３４１５９，１７８ ８，１１６１７７，７３０ ―
２，０１４
２，０２２
―
―
２９６
２９５

１３６，３１７ １０２，５１２
旋盤 １，１６９ １６，４７８ １，９６４ ２５，７４０ ２，７６０ ３５，２６５ ３１，２４４ ２５，７０６
フライス盤 ５６９ １１，７６３ １，９７８ ３８，８９２ ３，２０９ ６６，９０３ ５０，７３１ ４４，２９３
ボール盤 ７７ ２，８８９ １８４ １，４２５ ２９１ ２，５３５ ＊１，９２９ １，９７２
中グリ盤 ７ １，２９４ １８ ５，２２８ １ ３４４ － －
研削盤 ９１ ２，８２７ ２７７ ６，４５２ ４４７ ９，７０８ ６，４１４ ５，１４７
放電加工機 ８２ ４，７８５ ３０３ ６，４０７ ３７９ １０，０１４ ７，６９０ ５，９１６
金切りのこ盤 ２８，９８７ ４，８６７１１，７６２ ４，９５６ ５２６ ４，５５６ － ＊２，４６５ ３，４７６
歯切り盤 ４ ５５０ － － － － － － －
ねじ立て盤 － － ２０ ４，７４９ ６ １８ － － －
専用工作機械 ２１４ ５２，３５８ ２２９ ４４，０９２ ８２ ７，８８８ － － －
形削り盤 － － － － － － － － －
平削り盤 － － － － － － － － －
その他の工作機械 ４３１ ３６，８８８ ３９９ ２１，２３７ ４１５ ４０，４９９ － － －

合 計 ３７，１４２６３７，７６５２４，７３６７８２，００３１７，７５４９８０，１５７ － ９７４，０９３ ６９９，１１０

（出所）韓国統計庁「鉱工業統計調査」及び「Korea Machine Tool News」２００２．April、１５ページ，November、１５ペ
ージ。

（注） 内訳が合計と合わない箇所があるが，原資料通りとした。
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表３ 工作機械の機種別貿易 （単位：１０００ドル）
１９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
金 額 金 額 金 額 金 額

NC工作機械計 輸出高 ３３７，０００ ２２４，０９０ ２７５，９９２ ２７１，６６２
輸入高 ９１，０２５ ６６，６４３ １９９，８９４ １９２，２０７
差 額 ２４５，９７５ １５７，４４７ ７６，０９８ ７９，４５５

NC旋盤 輸出高 ２３９，８３３ １４８，７０５ １７７，３０１ １８７，６３７
輸入高 ２６，８８８ １３，４６２ ３３，５９３ ３４，０１２
差 額 ２１２，９４５ １３５，２４３ １４３，７０８ １５３，６２５

NCフライス盤 輸出高 ６，２１２ １，６３６ １，９７６ １，１９５
輸入高 １１，３３５ ６，５９６ １６，６０１ １７，４１６
差 額 △５，１２３ △４，９６０ △１４，６２５ △１６，２２１

マシニングセンタ 輸出高 ８１，０９６ ６７，８７５ ８７，４８２ ７５，５６９
輸入高 １９，３５０ １９，４６０ ５０，４７１ ４７，５３５
差 額 ６１，７４６ ４８，４１５ ３７，０１１ ２８，０３４

NCボール盤 輸出高 ２，１９７ ５０７ １，４５１ ７７７
輸入高 ３，０１５ ３，３３８ ８，３５５ ４，４９０
差 額 △８１８ △２，８３１ △６，９０４ △３，７１３

NC中グリ盤 輸出高 ３，９４５ ３，１４１ ７，２８７ ２，９６４
輸入高 １，６１０ ４，７２１ １０，６８０ ３，５９３
差 額 ２，３３５ △１，５８０ △３，３９３ △６２９

NC研削盤 輸出高 ５０６ ５８８ ３８１ ３，３４７
輸入高 ２５，４０８ １４，２８４ ５２，６５０ ５８，８７６
差 額 △２４，９０２ △１３，６９６ △５２，２６９ △５５，５２９

NCプラノミラー 輸出高 ２２０ － － ２１
輸入高 ０ － － ０
差 額 ２２０ － － ２１

NC歯切り盤 輸出高 ２，９９１ １，６３８ １１４ １５２
輸入高 ３，４１８ ４，７８２ ８，６０８ １２，３２０
差 額 △４２７ △３，１４４ △８，４９４ △１２，１６８

NC放電化工機 輸出高 － － １８，８０７ ０
輸入高 － － ０ ０
差 額 － － １８，８０７ ０

その他のNC工作機 輸出高 １ ０ １２９ ０
輸入高 ０ ０ ０ ８４
差 額 １ ０ １２９ △８４

非NC工作機械 輸出高 １０５，１８３ ５９，７０９ ７５，５５９ ６１，７４０
輸入高 ２５０，９４２ １６５，９２５ ３４０，６８４ ２８８，６０２
差 額 △１４５，７５９ △１０６，２１６ △２６５，１２５ △２２６，８６２

旋盤 輸出高 １１，９４８ ６，７５５ ４，１１３ ６，６３８
輸入高 ２，７０１ １０，９３９ １８，１７２ １５，６０１
差 額 ９，２４７ △４，１８４ △１４，０５９ △８，９６３

フライス盤 輸出高 １３，２１５ １１，２８５ ９，０８６ １０，６１３
輸入高 ５，０８９ ３，５９０ １６，９００ ７，５６３
差 額 ８，１２６ ７，６９５ △７，８１４ ３，０５０

ボール盤 輸出高 ５，５８３ １，５９５ ２，６７６ ２，０４０
輸入高 １，９３７ ４，２４４ ６，５５１ ５，６１９
差 額 ３，６４６ △２，６４９ △３，８７５ △３，５７９

中グリ盤 輸出高 ７，９６３ ５，６７３ ３，４７４ ２，２５９
輸入高 ６，８９０ ３，５３２ １５，６４８ １４，１０３
差 額 １，０７３ ２，１４１ △１２，１７４ △１１，８４４

研削盤 輸出高 ２０，６９４ ９，５０２ １１，３５９ １５，４５７
輸入高 ３８，３１８ ４２，７０６ ５９，００６ ５９，２７８
差 額 △１７，６２４ △３３，２０４ △４７，６４７ △４３，８２１

歯切り盤 輸出高 ７７９ ２３８ ９９ ３５６
輸入高 ６，４９６ １，７３３ ３，４７８ ２，７２６
差 額 △５，７１７ △１，４９５ △３，３７９ △２，３７０

放電加工機 輸出高 ３，０５９ １，７１０ ４，１８２ ３，０４４
輸入高 ８，６４９ １７，３９６ １６，０５０ １１，６８５
差 額 △５，５９０ △１５，６８６ △１１，８６８ △８，６４１

金切りのこ盤 輸出高 ４，２１５ ２，７５９ ６，４１１ ７，６７４
輸入高 ０ ０ ０ ０
差 額 ４，２１５ ２，７５９ ６，４１１ ７，６７４

専用機 輸出高 － ０ ０ ０
輸入高 － １０，４８７ ４２，０４４ ３９，３７８
差 額 － △１０，４８７ △４２，０４４ △３９，３７８

その他の工作機械 輸出高 ３７，７２７ ２０，１９２ ３４，１５９ １３，６５９
輸入高 １８０，８６２ ７２，２９８ １６２，８３５ １３２，６４９
差 額 △１４３，１３５ △５２，１０６ △１２８，６７６ △１１８，９９０

合計 輸出高 ４４２，１８３ ２８３，７９９ ３５１，５５１ ３３３，４０２
輸入高 ３４１，９６７ ２３２，５５９ ５４０，５７８ ４８０，８０９
差 額 １００，２１６ ５１，２４０ △１８９，０２７ △１４７，４０７

（出所）表２に同じ。
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折しも１９９３年から円高が始まり、日本の輸出製品と価格競争すれば十分勝てるという勝算も手

伝い、自動車、半導体産業の設備投資に拍車がかかった。設備投資は１９９６年まで伸びたが、過

度に短期借入金に依存して投資を行ったため、１９９７年借入金の返済ができなくなり経済危機に

陥った。１９９８年は GDPがマイナス成長となり、工作機械の受注も減少した。しかし、１９９９年

に生産が早くも回復しているのは、為替の下落に助けられて一般機械の輸出が伸びたためで、

工作機械は１９９８年に底を打って回復した。２０００年は１９９９年よりもさらに生産額が増加している。

２． 生産機種

表２から生産機種をみると、NC工作機械が中心で、非 NC工作機械の４倍以上の生産額で

ある。NC旋盤とマシニングセンタの２機種に絞り込んで少品種大量生産をするという特徴が

ある。工作機械に限らず、規模の経済を追求して国際競争力を形成するという企業戦略を採用

しているので、日本から技術提携で技術を導入し、最も需要量が多い汎用旋盤に絞って生産を

してきた。NC化の後は、NC旋盤とマシニングセンタに的を絞って大量生産する傾向がみら

れる。NC旋盤、マシニングセンタは、価格競争力もあり輸出は伸びている。

しかし、工作機械は、本来多品種少量生産の属性をもつ産業で、NC旋盤とマシニングセン

タ以外は輸入に依存することになる。生産機種が集中している現状では、国家的にみれば輸入

依存度が高いという結果になる。輸入依存度は、１９８０年から８８年までトレンドとしては減少傾

向にあり、１９９２年を例外に、１９８８年から１９９４年までは４０％前後で推移していたが、１９９５年、１９９６

年は設備需要の増大で再び増えている。

第３節 需要

１． 国内需要と輸出入

国内需要は、図２にみるように自動車産業が最大の需要先で、もっぱら自動車産業の発展に

支えられて成長してきた。図３から見かけ内需（生産－輸出＋輸入）でみると、内需は極めて

旺盛で、しかも輸入依存度も極めて高い。上述したように生産できる機種が特定機種に集中し

ているので、国内で調達できない機種が依然として多いためである。

表３から機種別に輸出入の収支をみると、貿易収支が黒字の機種は、NC旋盤とマシニング

センタで、残りの機種は、貿易収支が赤字である。すなわち、韓国の工作機械産業は、NC旋

盤とマシニングセンタには国際競争力があるが、それ以外は国際競争力がないので、もっぱら

国際分業を活用した方がコストが安いと考えている結果である。機種別に輸出先を図４、５で

みると、立形マシニングセンタ、NC旋盤ともにアメリカが圧倒的に多く、次いでヨーロッパ
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図２ 韓国工作機械の需要産業

（出所）図１に同じ、３０～３１ぺージ。

図３ 韓国工作機械の生産と内需

（出所）図１に同じ。
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諸国、中国が主な輸出先である。輸入されている機種で金額の大きいものをみると、レーザ加

工機は主にアメリカ（図６）、トランスファーマシン（図７）、NC研削盤（図８）は主に日本

から輸入している。

図４ 立形MC輸出 １９９６～２０００年まで 図５ NC旋盤輸出 １９９６～２０００年まで

図６ レーザ加工機械輸入 １９９６～２０００年まで 図７ トランスファーマシン輸入 １９９６～２０００年まで

図８ NC研削盤輸入 １９９６～２０００年まで

（出所）図１に同じ。
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第４節 購買

韓国の工作機械と日本の工作機械に約２０％の価格差があるが、韓国の工作機械も主要部品は

日本製のコントローラ、ボールねじ、リニアガイドに依存している。最近は、台湾のハイウィ

ン（上銀）のボールネジを使用するところが増えつつあるが、重要部品は依然日本に依存して

いる。韓国製品で価格が安いのは、鋳物が日本製品に比較して安いということが大きい。韓国

製鋳物を日本に輸入すると、日本製より約２０％安いという。品質はかなり向上し、日本の工作

機械企業も韓国の鋳物の品質を認め、調達する状態になった。 （水野 順子）

第５節 生産技術

１９７０年代半ばから、約２５年に亘って韓国の工作機械技術の発展経緯を追跡してきた筆者の経

験から云えば、２１世紀初頭に於いて韓国の工作機械産業を論じるとなると、そこには大きな視

点の転換が要求されるであろう。それは、一言で「日本に比べて技術的劣位にあると信じられ

てきた汎用のMC（マシニングセンタ）や NC旋盤の分野に於ける技術の改良・開発の急速な

加速」と表現できる情勢の進展を認識すべき点にある。すなわち、１９９０年代終わり迄の技術の

発展速度を１とすれば、感覚的に現在の発展速度は３と云えるであろう。ちなみに、２０００年６

月から２００２年５月に亘って、アジアを対象とする実地調査で得られた資料から抽出してみると、

このように論じられる次のような具体的な兆候が認められる。

�１ 大宇重工業の工作機械部門の後身である大宇総合機械が販売政策の面で具体的な競争相手

として設定しているのは、欧米で競合している森精機製作所とヤマザキマザックであること。

�２ 当初は（株）池貝から技術を導入したものの、大宇総合機械は、現在では中グリ主軸径１３０

mmの CNC横中グリフライス盤を独自に生産している。ちなみに、生産量は、１９９２年以降

で在来形が約１００台、又、NC機で約５０台（内１０台程が国内向け）である。

�３ 一般的な韓国の工作機械メーカーは、台湾の工作機械メーカーを完全に置き去りにしたと

自負していること。

�４ 韓国工作機械（株）の米国や日本の特許取得。

�５ 学術研究機関との共同研究や技術開発の急増。例えば、貨泉機工が全南大学校とソフトウ

ェア関係を、大宇総合機械がソウル大学校、KAIST、並びに KIMMと工作機械技術、更に

はポ－ランドの Jedrzejewski教授と熱変形を、韓国工作機械（株）が釜山大学校と５軸制

御金型みがき機を共同開発している。

要するに、約２５年に亘る技術の発展に関する知識で、現在の韓国の工作機械技術を論じると、
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図９（a） 貨泉機工、大宇総合機械、韓国工作機械の企業経営戦略

（出所）筆者作成。

図９（b）貨泉機工、大宇総合機械、韓国工作機械の技術戦略

（出所）図９（a）に同じ。
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図１０（a） WIA、統一重工業の企業経営戦略

（出所）図９（a）に同じ。

図１０（b） WIA、統一重工業の技術戦略

（出所）図９（a）に同じ。
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「誤った情報の解釈や技術レベルの理解を行う危険性」が相当に高いと示唆できる。ちなみに、

工作機械が関与する生産技術でレベルが最も高い兵器生産で比較してみると、筆者としても

「確かに韓国は台湾を技術面で抜き去り、置き去りにした」と判断せざるを得ない状況である。

そこで、このような注目すべき韓国の工作機械産業を一目で理解し、議論を行うために、ここ

では幾つかの代表的なメーカーの技術をレ－ダ図（Mind Map）を用いて可視化して、比較を

行っている。なお、状況を的確に把握するために、レ－ダ図は、二層からなる構造としている。

さて、図９（a）及び（b）並びに図１０（a）及び（b）は、代表的な５社を比較したもので、

これらから次のように、韓国の工作機械技術の特徴的な様相を把握できる。

�１ 「短い納期」で「国際規模の一般不特定な顧客を対象」に「普遍的技術仕様」の機械を生

産して、販売している。具体的には、「コスト効果的」、あるいは「機能・性能効果的」な仕

様の機種、いわゆる汎用のMC及び NC旋盤を商品として国際市場に挑戦している。

�２ 世界規模で部品やユニットの調達を行う一方、多くの場合に国内の下請け企業や協力企業

のみに依存しつつ、社内で「設計・製造」を行っている。又、生産設備は、単独稼動（スタ

ンドアロ－ン）形 NC工作機械群を主力として、必要に応じて FMC及び在来形ジョブショ

ップを併設しているのが、一般的な姿である。但し、各メーカーの思想により、社内生産の

内容は異なっている。ちなみに、大宇総合機械は、社内では大物部品と精密部品の加工のみ

で、組立主体の製造を行っているが、ウィアは、主軸を含む大物部品の他に、歯車やスプラ

イン軸という小物部品も社内で加工している。なお、韓国の工作機械メーカーでは、いまや

ワールドリッヒコブルグ（Waldrich Coburg）社製のベッド案内面研削盤の設置は常識とな

っているように、一部の草の根的なノウハウを除けば、製造技術は日本と比肩し得る程成熟

していると判断される。

�３ 一般的に重視している設計工程は、「概念設計と基本計画」、又、重視している設計属性は、

「本体構造構成と NC情報準備」である。この設計技術は、展開形に対しては高度に成熟し

ているが、新規製品に対してはレベルの向上が大きく望まれている。そのような状況の反映

によるものと推察されるが、各メーカーでは試行錯誤的な設計技術向上への取組みが行われ

ている。例えば、貨泉機工では、「加工・組立の現場的なノウハウを図面に反映するプロセ

スの充実」を通して設計能力の向上に努めながら、「基本設計以降の設計工程は日本に外注」し

ている。又、ウィアでは、購入品を増やして組立主体の生産体制を強化する一環として「製

品設計を外注化」しつつ、設計技術の研究、開発も日本の設計会社と協力して行っている。

�４ 上のように、非常に良く似た多くの側面を示しながら、市場に提供している製品は、細部

で差別化を図り、多様化が進められている。このことは、基本的には、工作機械産業として

は大量生産を行いながら、見込み生産から見込み生産と注文生産の組合せへ鋭意移行中であ

ることからも認識できる。しかも、企業戦略により、二つの生産様式の比率には違いがあり、

大宇総合機械では、「見込み生産が３０％、注文生産が７０％」、いわゆる顧客のオプション仕様
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への適切な対応で市場獲得を狙っていて、CNC旋盤でロット数は１５台である。その一方、

貨泉機工は、「見込み生産８０％、注文生産２０％」である。但し、貨泉機工の場合、ファナッ

クのみでなく、Heidenheinや三菱電機製など色々なメーカーの NC装置に対応できる PC

ベ－スの NC技術を整備している。

ところで、このように技術の現状を可視化すると、全般的に特徴的な様相を色々な側面から

浮き彫りにできる。例えば、これらの図を眺めると、統一重工業が他社とは大分違う傾向にあ

ることも認められる。そこで、同社の特徴的なところをレ－ダ図の作成と同時に行った聞き取

り情報から整理すると次のようになる。すなわち、統一重工業に見られる特徴的な様相の多く

は、ドイツや米国での経験が長い、同社の技術顧問である姜哲煕博士の発想によるところが大

である。例えば、韓国の工作機械メーカーとしては、珍しく中国大陸の青島に生産拠点を設け

ているし、又、自動車メーカーを視野に入れた、特化仕様の円筒研削盤やアンギュラ－研削盤

も製品展開に組み入れている。ここで、工場見学中に見られた評価すべき点を示せば、次のと

おりとなる。

�１ 自社製MCや自社開発の門形五面加工機（クロスレ－ル固定形、テ－ブル幅２，０００mm、

テ－ブル長さ１０，０００mm）の社内設備としての設置。

その一方、改善を要する点は、次のように構造設計面に見られる。

�２ MCの主軸頭の前面壁は、リブを幅広くして、合理的な構造設計となっている反面、TC

の主軸頭では、隔壁やリブ等の配置には古い普通旋盤の形が色濃く残っている。要するに、

現今の NC工作機械の負荷条件に好適な構造形態と古い構造形態が混在した設計技術のレベ

ルにある。

表４ 販売面の現状

メーカー名 海外市場 納 期 販売戦略

大宇総合機械 TC及びMCの場合（生産高の
３０％）：米国（１，０００台／年）、
イタリア（７００台／年）

NC旋盤：４ヶ月 差別化商品（オプション仕様へ
の対応能力強化）

貨泉機工 ドイツ、イタリア（生産高の
２０％）

他社よりやや長い ソフトウェアパッケージ付き金
型加工用立形MCへの注力／
差別化商品（FMC 対応機種、
ライン形MC、双主軸形 TC）

WIA フランス、イタリア、英国／米
国

NC旋盤：１０日
大形NC旋盤：２０日
MC：３０～４０日

大宇総合機械製の高剛性機械に
対する差別化商品

統一重工業 米国／中東／東南アジア 大形MC：３ヶ月
専用工作機械：６ヶ月

差別化商品／システム化技術を
活用

韓国工作機械 北米大陸／オーストラリア／英
国、イタリア／トルコ／サウジ
アラビア／日本

ロール旋盤：４ヶ月
五面加工機：８ヶ月
（仮組み後設置迄２ヶ月を含む）

普遍的な商品であるが、競合メ
ーカーの少ない大形機の利点を
活かす方向

（出所）筆者作成。
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さて、レ－ダ図による特徴的な様相の可視化では、得られる情報に限界があり、それは各軸

に記してあるキ－ワ－ドが同じであっても、それらの具体的な内容が異なったり、あるいは意

味合いが異なったりすることに起因している。従って、ここでは、予め二階層から成るレ－ダ

図を採用しているが、これだけでは十分ではなく、面接調査の際に収集した更なる情報を加味

して議論を進める必要がある。そこで、以下には幾つかの例を示しておこう。

まず、表４は、生産技術に大きな影響を及ぼす、海外市場、納期、並びに販売戦略を比較し

たもので、色々な販売戦略の下で韓国の工作機械メーカーが世界市場に着実に進出しているこ

とが判るであろう。又、価格もさることながら、納期の短さを販売戦略として前面に出してい

るようである。例えば、ウィアの NC旋盤で納期が１０日と云うのは、台湾瀧澤科技の２週間や

森精機の２ヶ月に比べても、信じられない短さである。

次に、組立主導の生産体制をより把握するために、部品調達先と下請け企業を調べてみると、

表５に示すようになる。特徴的な様相は、まず、ボ－ルねじやリニアガイドの日本や欧米への

依存性が依然として存在する一方、国産や台湾製のボ－ルねじも使用していることである。こ

れは、IT時代となり、国際的な部品市場の情報を得やすくなったためであろう。次に、下請

け企業については、部品調達の国際化とは逆に、国内に集中している。一般論的に云えば、韓

国内の中小企業は技術レベルにかなりの問題をかかえているので、このような傾向となってい

るのは、下請け企業を国際展開するには、未だ不慣れなところが多いためではないかと推察さ

表５ 部品調達先と下請け企業の実態

メーカー名
部品調達先 下請け企業

国内 アジア 欧米 国内 アジア 欧米

大宇総合機械 有

鋳物部品（中国
大陸）、ボールね
じ（日本精工、
椿本、上銀）

ローラリニアガ
イド（ドイツ、
STAR）

１００社
注：カバー設計
は外注

―― ―

貸泉機工
クーラ、油圧部
品、電装部品等

軸受（日本精
工、東洋ベアリ
ング）

ボールねじ
（STAR）

主として加工／
組立は協力企業
５０社

部品図、組立図
の作成

―

WIA

NC 旋盤用ボー
ルねじ（大成）、
リニアガイド
（韓国、Samik）

MC用ボールね
じ（日本精工、
上銀）、リニア
ガイド（日本精
工）

ダブルヘリカ
ル・タイミング
ベルト（米国）

有 ―― ―

統一重工業 ９０％
ボールねじ（台
湾、上銀）

リニアガイド
（スイス）

６社（協力会
社）

―― ―

韓国工作機械 有
ボールねじ、ボ
ールリニアガイ
ド（日本精工）

ボールねじ（ス
ペイン、Kotta
社）長尺ボール
ねじ（米国）

有 ―― ―

（出所）表４に同じ。
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れる。

ここで、最後に各企業毎の特徴を把握すべく、各企業に於ける「自動車・自動車部品メーカ

ー向けの対策」と「将来の戦略」を面接調査した結果を表６に示しておこう。まず、自動車産

業は、裾野が広く、又、韓国では工作機械産業は自動車産業とともに発展してきた経緯もあっ

て、大形工作機械に特化している韓国工作機械（株）を除けば、いずれの企業も自動車産業を

自社の製品展開の支配的な駆動因子と位置付けている。しかも、各社とも他社とは異なる方策

を模索している事が判る。次いで、将来の戦略を眺めてみると、各企業が各々の発展方向を模

索している一方、金型産業への対応や森精機というキ－ワ－ドで理解できるように、依然とし

て日本への追従性も認められる。 （伊東 誼）

第６節 工作機械設備ヴィンテージ２

本節は、韓国工作機械工業協会がアジア経済研究所の共同研究として実施した調査結果をま

２ 詳しくは、水野順子・佐々木啓輔編『アジアの工作機械・金型産業の海外委託調査結果』アジア経済

研究所、２００３年１月を参照。韓国の関連団体加盟の工作機械企業２０社を無作為に選定し、アンケート

調査票を郵送又は直接企業を訪問して、常用従業員数１０人以下の企業を除く１０社について集計を行っ

た。回答した工作機械メーカーは、１９５０年代に２社、１９６０年代に２社、１９７０年代に２社、１９８０年代に

２社設立された。

従業員による企業規模を見ると１１～５０人が０社、５０～１００人が６社、１００～３００人が３社、３００人以上

１社と中規模以上の企業が多い。

表６ 各企業の自動車産業への対策と将来の戦略

メーカ―名 自動車・自動車部品メーカー向けの対策 将来の戦略

大宇総合機械
有り

金型産業への対応
高硬度材加工技術への対応

貸泉機工
自動車・自動車部品メーカー向けの機種を新た
な主要な製品展開と看做している

金型産業への対応

WIA
生産ライン構成に適応する機種の開発一高信頼
性の機械及び高速・重切削形主軸の開発

ドイツ、Deckel&Maho 社、森精機製作所を努
力目標

統一重工業
自動車メーカーが生産していない「研削盤」へ
の特化

歯車加工機械の開発

韓国工作機械
特になし

工作機械メーカーから半導体製造装置メーカー
への転身

（出所）表４に同じ。
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とめたものである。

１． 工作機械保有台数

調査に回答した工作機械メーカー１０社が保有している工作機械は国産工作機械と輸入工作機

械合計３４６台である（表７参照）。また、外国製工作機械の保有比率は、４１．３％と比較的高い結

果となった。これは機械を作る機械、すなわちマザー・マシン（Mother Machine）として優

秀な設備機械を日本等の先進国から輸入したことによるものと見られる。また、同時に行った

自動車産業や金型産業に比較しても輸入工作機械の割合が高いのは、より精密を要する大形工

作機械の国内生産がないために、主に輸入に依存しなければならなかった結果であると分析さ

れる。

２． 国産工作機械

国産工作機械設備２０３台のうち、NC工作機械（８６台）より非 NC工作機械（１１７台）が多い

（表７参照）。反対に輸入工作機械設備（１４３台）は NC工作機械（９８台）が非 NC工作機械

表７ 工作機械産業における経過年数別工作機械保有台数（ ）内は外国製工作機械

経 過 年 数

５年以下 ６～１０年 １１年以上 合計

NC旋盤 ― １８（７） １０（９） ２８（１６）

旋盤 ４ １７ ４（３） ２５（３）

マシニングセンタ ４（１） ２４（４２） ３（９） ３１（５２）

NCフライス盤 １（２） ２（６） ５（１） ８（９）

フライス盤 ２ １４（４） １１（２） ２７（６）

中グリ盤 ― ４ ― ４

NC放電加工機 ― ― ― ―

NCワイヤカット放電加工機 ― ― ― ―

NC研削盤 （１） １（５） （１０） １（１６）

心なし研削盤 （１） １１（２） ５（８） １６（１１）

平面研削盤 １ ８（６） ２（８） １１（１４）

その他の研削盤 ― １３（１） １（２） １４（３）

NC専用機 ― ３（１） １（２） ４（３）

その他のNC工作機械 ３ ８（２） ３ １４（２）

その他の工作機械 ― １２ ８ ２０

NC工作機械小計 ８（４） ５６（６３） ２２（３１） ８６（９８）

非NC工作機械小計 ７（１） ７９（１９） ３１（２５） １１７（４５）

合計 １５（５） １３５（８２） ５３（５６） ２０３（１４３）

（出所）脚注２参照。
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（４５台）より多い。国産工作機械設備のなかでは、マシニングセンタが３１台（１５．７％）で最も

多く、次いで NC旋盤２８台（１４．２％）、フライス盤２７台（１３．３％）、旋盤２５台（１２．３％）の順と

なっている。汎用的なマシニングセンタや NC旋盤は韓国製の機械が国際競争力を持っている

結果である。

主要機種を経過年数で見ると、NC旋盤が計２８台のうち６～１０年以下で１８台、１１年以上１０台

で、５年以下の設備はない。最近、新規設備投資がなかったものと予想される。マシニングセ

ンタは計３１台のうち５年以下は４台、６～１０年以下は２４台、１０年以上３台で、大部分１０年以下

の設備を保有している。

経過年数別に見ると、６～１０年以下が全体の６６．５％に当たる１３５台で最も多く、これは、自

動車産業が１９９４年～１９９７年に大規模投資をした時期と一致する。また、１１年以上となる設備が

５３台で２６％ある。その一方で５年以下の設備は７．３％に当たる１５台で、他産業に比べて１１年以

上となる老朽設備が多かったが、これは工作機械産業が耐久性の高い高級設備を多く保有して

いるものと分析される。

国産の非 NC工作機械は計１１７台中５年以下が７台で５．９％、６～１０年以下が７９台で６７．５％、

１１年以上が３１台で２６．４％を占め、やはり自動車産業の大規模投資の時期に非 NC工作機械への

投資も相当あったとみられる。

機種別・経過年数別で見ると、旋盤は２５台中６～１０年以下が１７台で６８％と最も多く、５年以

下及び１１年以上がそれぞれ４台ずつで１６％を占めている。

フライス盤の２７台中６～１０年以下が１４台で５１．９％、１１年以上が１１台で４０．７％、５年以下が４

台で７．４％を占め、比較的古い設備が多くあった。

３． 外国製工作機械の経過年数別状況

外国製工作機械設備状況を経過年数別に調査した結果によると、総調査対象の４２．７％が購入

して６～１０年経過したもので、購入して５年以下の設備は全体の４分の１に当たる２５．７％であ

った。

NC工作機械ではマシニングセンタが全体の５３．１％で、非 NC工作機械では研削盤が５５．６％

でそれぞれ他機種に比べてずば抜けて高い比率を示している。

工作機械産業が保有している設備は大部分日本製ではあるが、自動車部品や金型でみられた

ような圧倒的に高い比率を示さず、ドイツ等他国で製作された設備もある程度の比率を占めて

おり、特に研削盤については、機種として NC、非 NCを問わずドイツ製（NC：６８．８％、非

NC：３２．１％）が比較的多かった。次にスイス、米国が続いている。

（八賀 聰一・水野 順子）
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第７節 国際競争力

韓国産業資源部によると、韓国の工作機械の価格は、日本製、アメリカ製を１００％としたと

き、韓国８５％、台湾８０％、中国６０％とみている。これは、具体的な機種を特定してないものの、

NC旋盤又はマシニングセンタを比較しているとみられる。また、品質は、同じく韓国９０％、

台湾８０％、中国７０％とし、台湾製品より価格は少し高いが品質で優位であると考えている。

実際に、韓国および台湾の企業で聴き取り調査をすると、例えばマシニングセンタは、韓国

企業、台湾企業ともに、韓国の工作機械は台湾製より価格は高いが品質が上であると述べる。

また、韓国の工作機械を日本製品と比較すると、韓国から日本に輸出した場合、輸送費、関税、

代理店の手数料を加算すると、日本製品とほぼ同じ価格になるので、ブランド力のない韓国製

品は、日本市場で国際競争力がないと述べている。韓国市場でマシニングセンタの価格比較を

すると、韓国製品１４００万円に対して、日本製品１７００万円ほどの差がある。マシニングセンタの

購入で韓国企業が重視するのは、精度、アフターサービスで、アフターサービスが良ければ、

韓国企業は３００万円の価格差があっても日本を購入する。

第８節 政府の政策

工作機械産業を特定した政府の優遇政策はない。産業振興に関する法令としては、産業発展

法があるが、工作機械のみを対象とはしてない。同法の第２５条で先端技術開発のための資金を

支援するという条文があり、この中に資本財の資材開発事業、産業基盤技術開発事業の後続事

業が指定されている。また第２６条は、開発技術の実用化支援が定められている。これらの法律

に基づいて産業資源部は毎年予算を設けて中小企業支援を実施している。例えば「移転技術開

発事業」は、国内外の大学や研究機関および企業等が開発し保有している技術を中小企業に移

転して実用化または事業化する時に追加技術開発資金の一部を支援するもので、１年以内に商

品化可能な技術を支援する。開発事業費用の７５％を支援するという内容である。

実際に工作機械メーカーがどの程度政策の恩恵を受けているかは、明らかではないが、工作

機械の原価に占める開発費の割合は、大企業の場合、２００１年２．０１％で１９９９年の１．１４％より増加

している３。中小企業の場合、同じく２００１年０．１８％で、１９９９年０．０６％に比較すると画期的に増

えている。政府の技術開発、技術移転と実用化政策は、着実に企業に浸透している。

３ 韓国工作機械工業協会『工作機械統計要覧』各年版。
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結論

韓国の工作機械産業は、政府のバックアップを受けて、日本から技術を導入し、自動車産業

の需要に支えられて成長してきた。技術はすでに学習段階を終了し、日本の技術を追いながら

も独自の開発に半歩踏み出したところである。海外市場では、NC旋盤やマシニングセンタで

日本企業との競合が始まっている。韓国企業は、明確な目標を持って着実に日本を追い上げて

来ているが、他方で、日本が前に進まないことに不安をもっている。 （水野 順子）
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